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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】アクリル基材の一方の面に屈曲性、密着性、表
面硬度に優れたハードコート層を有する光学用ハードコ
ート材を提供する。
【解決手段】アクリル基材１１の一方の面に、第一ハー
ドコート層１２、第二ハードコート層１３が順次積層さ
れた光学用ハードコート材１であって、第一ハードコー
ト層の深さ５０ｎｍにおける超微小押し込み硬度が０．
２０ＧＰａ以上０．４０ＧＰａ以下の範囲第二ハードコ
ート層の深さ５０ｎｍにおける超微小押し込み硬度が０
．４０ＧＰａ以上０．６０ＧＰａ以下の範囲である光学
用ハードコート材である。
【選択図】図１



(2) JP 2014-102320 A 2014.6.5

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル基材の一方の面に、第一ハードコート層、第二ハードコート層が順次積層され
た光学用ハードコート材であって、
　前記第一ハードコート層の深さ５０ｎｍにおける超微小押し込み硬度が０．２０ＧＰａ
以上０．４０ＧＰａ以下の範囲、
　前記第二ハードコート層の深さ５０ｎｍにおける超微小押し込み硬度が０．４０ＧＰａ
以上０．６０ＧＰａ以下の範囲、
　であることを特徴とする光学用ハードコート材。
【請求項２】
　前記第一ハードコート層が、一官能または二官能の（メタ）アクリレート、三官能以下
のウレタン（メタ）アクリレートの一つ以上から選ばれる官能基を含有する電離放射線硬
化型組成物からなり、
　前記第二ハードコート層が、三官能以上の（メタ）アクリレート、四官能以上のウレタ
ン（メタ）アクリレートの一つ以上から選ばれる官能基を含有する電離放射線硬化型組成
物からなることを特徴とする請求項１に記載の光学用ハードコート材。
【請求項３】
　前記第一ハードコート層の膜厚が０．１～１０μｍの範囲で、前記第二ハードコート層
の膜厚が１～１０μｍの範囲であることを特徴とする請求項１または２に記載の光学用ハ
ードコート材。
【請求項４】
　前記第二ハードコート層上に、硬化時の屈折率が１．３０より大きく、１．４０未満で
ある低屈折率層が形成され、
　視感平均反射率が０．５％以上、１．５％以下であり、全光線透過率が９４．０％以上
であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の光学用ハードコート材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハードコート材に関し、特に、陰極管表示装置（ＣＲＴ）、液晶表示装置（
ＬＣＤ）、プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）、有機ＥＬディスプレイのようなディ
スプレイの表示画面に適用されるハードコート層を設けた光学フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置（ＬＣＤ）又は陰極管表示装置（ＣＲＴ）等の画像表示装置における画像
表示面は、取り扱い時にキズがつかないように、硬度を付与することが要求される。これ
に対して、基材フィルムにハードコート（ＨＣ）層を形成させた光学積層体を利用するこ
とにより、画像表示装置の画像表示面の硬度を向上させることが検討されている。
【０００３】
　プラスチック表面を硬質化する技術としては、オルガノシロキサン系、メラミン系等の
熱硬化性樹脂をコーティングしたり、真空蒸着法やスパッタリング法等で金属薄膜を形成
する方法、あるいは多官能アクリレート系の活性エネルギー線硬化性樹脂をコーティング
する方法などが挙げられる。透明性の高いプラスチック基材フィルムの中でも、トリアセ
チルセルロース（ＴＡＣ）フィルムや、アクリルフィルムは、透明性に優れている点から
、主に液晶表示体（ＬＣＤ）用の基材フィルムとして用いられる。
【０００４】
　しかしながら、アクリルフィルム支持基材とする従来のハードコート材においては、ア
クリル基材の屈曲性の悪さから、屈曲性と硬度の両立がとれないことが課題となる。また
、アクリル基材の使用においては、アクリル基材とハードコート層の密着性がとれないこ
とも課題となる。そこで、屈曲性と硬度の両立および良好な密着性を得るための方法が提
案されている。
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【０００５】
　特許文献１においては、透明基材上に、柔軟性を付与するためのウレタンアクリレート
および硬度を付与するためのコロイダルシリカを含有するハードコートを形成し、屈曲性
および表面硬度の両立を試みている。しかしながら、アクリル基材の使用時においては、
屈曲性が不十分なものとなってしまう。
【０００６】
　また、特許文献２においては、透明基材上に伸び率を制御したハードコート層を、基材
上に二層積層する手法が提案されている。しかしながら、この手法においてはアクリル基
材を使用した際には、表面硬度が不十分であるという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００７－２８４６２６号公報
【特許文献２】特開２００５－３０５３８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、アクリル基材の一方の面に屈曲性、密着性、表面硬度に優れたハードコート
層を有する光学用ハードコート材の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の請求項１に係る発明は、
【００１０】
　また、本発明の請求項２に係る発明は、前記第一ハードコート層が、一官能または二官
能の（メタ）アクリレート、三官能以下のウレタン（メタ）アクリレートの一つ以上から
選ばれる官能基を含有する電離放射線硬化型組成物からなり、
　前記第二ハードコート層が、三官能以上の（メタ）アクリレート、四官能以上のウレタ
ン（メタ）アクリレートの一つ以上から選ばれる官能基を含有する電離放射線硬化型組成
物からなることを特徴とする請求項１に記載の光学用ハードコート材である。
【００１１】
　また、本発明の請求項３に係る発明は、前記第一ハードコート層の膜厚が０．１～１０
μｍの範囲で、前記第二ハードコート層の膜厚が１～１０μｍの範囲であることを特徴と
する請求項１または２に記載の光学用ハードコート材である。
【００１２】
　また、本発明の請求項４に係る発明は、前記第二ハードコート層上に、硬化時の屈折率
が１．３０より大きく、１．４０未満である低屈折率層が形成され、
　視感平均反射率が０．５％以上、１．５％以下であり、全光線透過率が９４．０％以上
であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の光学用ハードコート材である。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の請求項１によれば、アクリル基材の一方の面に第一ハードコート層と第二ハー
ドコート層を積層するにあたり、前記第一ハードコート層の硬化後の硬度が、前記第二ハ
ードコート層の硬化後の硬度より低くすることにより、アクリル基材と前記第一ハードコ
ート層と第二ハードコート層との硬度に傾斜を持たせることができ、屈曲性と密着性に優
れたハードコート材が得られる。
【００１４】
　また、本発明の請求項２によれば、
前記第一ハードコート層が、一官能または二官能の（メタ）アクリレート、三官能以下の
ウレタン（メタ）アクリレートの一つ以上から選ばれる官能基を含有する電離放射線硬化
型組成物からなり、前記第二ハードコート層が、三官能以上の（メタ）アクリレート、四
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官能以上のウレタン（メタ）アクリレートの一つ以上から選ばれる官能基を含有する電離
放射線硬化型組成物からなることにより、硬化後の前記第一ハードコート層よりも前記第
二ハードコート層の硬度を高くすることができ、アクリル基材と前記第一ハードコート層
と第二ハードコート層との硬度に傾斜を持たせることができる。
【００１５】
　また、本発明の請求項３によれば、前記第一ハードコート層の膜厚を０．１～１０μｍ
の範囲にすることで、前記第一ハードコート層をアクリル基材と第二ハードコート層との
密着性を向上させるためのプライマーの作用効果が得られ、また、硬度の決め手となる第
二ハードコート層の膜厚を１～１０μｍにすることで、十分な硬度が得られる。
【００１６】
　また、本発明の請求項４によれば、前記第二ハードコート層上に、硬化時の屈折率が１
．３０より大きく、１．４０未満である低屈折率層を形成し、視感平均反射率が０．５％
～１．５％、全光線透過率９４．０％以上にすることで、優れた反射防止効果を得ること
ができる。
【００１７】
　上記で説明したように本発明によれば、屈曲性に優れ、かつ、密着性に優れ、かつ、優
れた表面硬度に優れたハードコート材を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明に係るハードコート材の一実施形態の模式断面図である。
【図２】本発明に係る反射防止機能を有するハードコート材の一実施形態の模式断面図で
ある。
【図３】図２に示すハードコート材を用いた偏光板の模式断面図である。
【図４】図２に示すハードコート材を用いた透過型液晶表示装置の模式断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明の実施の形態を、図面を参照して説明する。
【００２０】
　図１に本発明に係るハードコート材の一実施形態の膜式断面図を示した。本発明のハー
ドコート材にあっては、アクリル基材１１上に、第一ハードコート層１２、第二ハードコ
ート１３を順次積層してなることを特徴とする。
【００２１】
　図２に本発明に係る反射防止機能を有するハードコート材の一実施形態の模式断面図を
示した。すなわち、図１に示した構成の第二ハードコート層１３の上に、さらに低屈折率
層１４を形成してなる反射防止効果を有するハードコート材であることを特徴とする。
【００２２】
　本発明の実施の形態に係る第一ハードコート層１２は、深さ５０ｎｍの超微小押し込み
硬度が０．２０ＧＰａ以上０．４０ＧＰａ以下の範囲である電離放射線硬化型組成物の硬
化膜である特徴を有する。また、第二ハードコート層１３は、深さ５０ｎｍの超微小押し
込み硬度が０．４０ＧＰａ以上０．８０ＧＰａ以下の範囲である電離放射線硬化型組成物
の硬化膜である特徴を有する。なお、本発明に係る電離放射線硬化型組成物には、紫外線
硬化型材料、電子線硬化型材料等の電離放射線硬化型材料を使用することができる。
【００２３】
　前記電離放射線硬化型材料としては、一官能（単官能）や多官能のアクリレート化合物
を用いることができる。
【００２４】
　例えば、単官能の（メタ）アクリレート化合物としては、２－ヒドロキシエチル（メタ
）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシブチル
（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレ
ート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート、アクリロイ
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ルモルフォリン、Ｎ－ビニルピロリドン、テトラヒドロフルフリールアクリレート、シク
ロヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、イソボル
ニル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリ
レート、トリデシル（メタ）アクリレート、セチル（メタ）アクリレート、ステアリル（
メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、２－エトキシエチル（メタ）アク
リレート、３－メトキシブチル（メタ）アクリレート、エチルカルビトール（メタ）アク
リレート、リン酸（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性リン酸（メタ）アクリ
レート、フェノキシ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性フェノキシ（メタ）
アクリレート、プロピレンオキサイド変性フェノキシ（メタ）アクリレート、ノニルフェ
ノール（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性ノニルフェノール（メタ）アクリ
レート、プロピレンオキサイド変性ノニルフェノール（メタ）アクリレート、メトキシジ
エチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリチレングリコール（メタ）アク
リレート、メトキシプロピレングリコール（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロ
イルオキシエチル－２－ヒドロキシプロピルフタレート、２－ヒドロキシ－３－フェノキ
シプロピル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルハイドロゲン
フタレート、２－（メタ）アクリロイルオキシプロピルハイドロゲンフタレート、２－（
メタ）アクリロイルオキシプロピルヘキサヒドロハイドロゲンフタレート、２－（メタ）
アクリロイルオキシプロピルテトラヒドロハイドロゲンフタレート、ジメチルアミノエチ
ル（メタ）アクリレート、トリフルオロエチル（メタ）アクリレート、テトラフルオロプ
ロピル（メタ）アクリレート、ヘキサフルオロプロピル（メタ）アクリレート、オクタフ
ルオロプロピル（メタ）アクリレート、オクタフルオロプロピル（メタ）アクリレート、
２－アダマンタンおよびアダマンタンジオールから誘導される１価のモノ（メタ）アクリ
レートを有するアダマンチルアクリレートなどのアダマンタン誘導体モノ（メタ）アクリ
レート等が挙げられる。
【００２５】
　また多官能としては、例えば、多官能の（メタ）アクリレート化合物またはジイソシア
ネートと多価アルコール及びアクリル酸またはメタクリル酸のヒドロキシエステル等から
合成されるような多官能のウレタン（メタ）アクリレート化合物を使用することができる
。またこれらの他にも、電離放射線型材料として、アクリレート系の官能基を有するポリ
エーテル樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、アルキッド樹脂、スピロアセタール樹
脂、ポリブタジエン樹脂、ポリチオールポリエン樹脂等を使用することができる。
【００２６】
　例えば二官能の（メタ）アクリレート化合物としては、エチレングリコールジ（メタ）
アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ブタンジオールジ（メタ
）アクリレート、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ノナンジオールジ（メタ）
アクリレート、エトキシ化ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、プロポキシ化ヘキ
サンジオールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、
ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）
アクリレート、ポリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコ
ールジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレー
ト、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリン酸ネオペン
チルグリコールジ（メタ）アクリレートなどのジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００２７】
　前記三官能以上の（メタ）アクリレート化合物としては、例えば、トリメチロールプロ
パントリ（メタ）アクリレート、エトキシ化トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリ
レート、プロポキシ化トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリス２－ヒ
ドロキシエチルイソシアヌレートトリ（メタ）アクリレート、グリセリントリ（メタ）ア
クリレート等のトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレ
ート、ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパント
リ（メタ）アクリレート等の３官能の（メタ）アクリレート化合物や、ペンタエリスリト
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ールテトラ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリレー
ト、ジペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペン
タ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンペンタ（メタ）アクリレート、ジペ
ンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンヘキサ（メ
タ）アクリレート等の３官能以上の多官能（メタ）アクリレート化合物や、これら（メタ
）アクリレートの一部をアルキル基やε－カプロラクトンで置換した多官能（メタ）アク
リレート化合物等が挙げられる。
【００２８】
　また、ウレタン（メタ）アクリレート化合物としては、ペンタエリスリトールトリアク
リレートヘキサメチレンジイソシアネートウレタンプレポリマー、ジペンタエリスリトー
ルペンタアクリレートヘキサメチレンジイソシアネートウレタンプレポリマー、ペンタエ
リスリトールトリアクリレートトルエンジイソシアネートウレタンプレポリマー、ジペン
タエリスリトールペンタアクリレート、トルエンジイソシアネートウレタンプレポリマー
、ペンタエリスリトールトリアクリレートイソホロンジイソシアネートウレタンプレポリ
マー、ジペンタエリスリトールペンタアクリレートイソホロンジイソシアネートウレタン
プレポリマーなどを用いることができる。
【００２９】
　また、第一ハードコート層１２の膜厚は０．１～１０μｍの範囲であり、第二ハードコ
ート層１３の膜厚は１～１０μｍの範囲が好ましい。第一ハードコート層１２の膜厚が０
．１μｍ以下であると柔軟性がとれず屈曲性が悪化し、１０μｍ以上であると表面硬度が
低くなってしまう。また、第二ハードコート層１３の膜厚が１μｍ以下であると表面硬度
が低くなり、１０μｍ以上であると屈曲性が悪化してしまう。
【００３０】
　本発明の光学用ハードコート材は、第二ハードコート層１３が帯電防止効果を有するハ
ードコート層（帯電防止ハードコート）であってもよい。
【００３１】
　また、本発明の光学フィルムは、全光線透過率が高いことが好ましく、４級アンモニウ
ム塩材料を含む第二ハードコート層１３を形成することにより、全光線透過率を低下する
ことなく反射防止機能を有するハードコート材に、さらに帯電防止機能を付与することが
できる。従来の方法、すなわち帯電防止性能を付与する方法として、導電性を備える金属
酸化物粒子を添加して、反射防止フィルムの表面抵抗値が１×１０１１（Ω／ｃｍ２）以
下とすると、全光線透過率が悪化してしまう。
【００３２】
　また、本発明の光学用ハードコート材は、第二ハードコート層１３に占める４級アンモ
ニウム塩の含有量が、重量比５％以上２０％未満の範囲であることが望ましい。４級アン
モニウム塩含有量が重量比５％未満の場合、表面抵抗値が１×１０１１Ω／ｃｍ２以上と
なり帯電防止効果が得られない。また４級アンモニウム塩含有量が重量比２０％以上の場
合、低屈折率層１４を付与した際に、密着性の低下が生じる。
【００３３】
　また、第一ハードコート層１２に４級アンモニウム塩を用いる場合は、４級アンモニウ
ム塩を官能基として分子内に含むアクリル系材料を好適に用いることができる。４級アン
モニウム塩材料は－Ｎ＋Ｘ－の構造を示し、４級アンモニウムカチオン（－Ｎ＋）とアニ
オン（Ｘ－）を備えることにより第一ハードコート層１２に導電性を発現させる。このと
き、Ｘ－としては、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、Ｆ－、ＨＳＯ４

－、ＳＯ４
２－、ＮＯ３

－、
ＰＯ４

３－、ＨＰＯ４
２－、Ｈ２ＰＯ４

－、ＳＯ３
－、ＯＨ－等を挙げることができる。

【００３４】
　前記４級アンモニウム塩を官能基として分子内に含むアクリル系材料としては、４級ア
ンモニウム塩（－Ｎ＋Ｘ－）を官能基として分子内に含む多価アルコールのアクリル酸ま
たはメタクリル酸エステルのような多官能または多官能の（メタ）アクリレート化合物、
ジイソシアネートと多価アルコール及びアクリル酸またはメタクリル酸のヒドロキシエス
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テル等から合成されるような多官能のウレタン（メタ）アクリレート化合物を使用するこ
とができる。またこれらの他にも、電離放射線型材料として、アクリレート系の官能基を
有するポリエーテル樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、アルキッド樹脂、スピロア
セタール樹脂、ポリブタジエン樹脂、ポリチオールポリエン樹脂等を使用することができ
る。
【００３５】
　例えば４級アンモニウム塩を官能基として分子内に含むアクリル系材料としては、ライ
トエステルＤＱ－１００（共栄社化学社製）や、ＮＲ－１２１Ｘ－９ＩＰＡ（コルコート
社製、固形分１０％）等を用いることができる。
【００３６】
　第一ハードコート層１２および第二ハードコート層１３を形成する組成物には、必要に
応じて、例えば、塗工適性を向上させるために溶媒を加えることができる。溶媒としては
、トルエン、キシレン、シクロヘキサン、シクロヘキシルベンゼンなどの芳香族炭化水素
類、ｎ－ヘキサンなどの炭化水素類、ジブチルエーテル、ジメトキシメタン、ジメトキシ
エタン、ジエトキシエタン、プロピレンオキシド、ジオキサン、ジオキソラン、トリオキ
サン、テトラヒドロフラン、アニソール及びフェネトール等のエーテル類、また、メチル
イソブチルケトン、メチルブチルケトン、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケト
ン、ジプロピルケトン、ジイソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メ
チルシクロヘキサノン、及びメチルシクロヘキサノン等のケトン類、また蟻酸エチル、蟻
酸プロピル、蟻酸ｎ－ペンチル、酢酸メチル、酢酸エチル、プロピオン酸メチル、プロピ
オン酸エチル、酢酸ｎ－ペンチル、及びγ－プチロラクトン等のエステル類、さらには、
メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、セロソルブアセテート等のセ
ロソルブ類、メタノール、エタノール、ｎ－プロピルアルコール、イソプロピルアルコー
ル、エチレングリコール等のアルコール類、水等の中から塗工適正等を考慮して適宜選択
される。
【００３７】
　また、第一ハードコート層１２および第二ハードコート層１３を形成する組成物には、
その組成物を塗布する際のハジキ、ムラといった塗膜欠陥の発生を防止するために、表面
調整剤と呼ばれる添加剤を加えても良い。表面調整剤は、その働きに応じて、レベリング
剤、消泡剤、界面張力調整剤、表面張力調整剤とも呼ばれるが、いずれも形成される塗膜
（防眩層）の表面張力を低下させる働きを備える。
【００３８】
　また、第一ハードコート層１２および第二ハードコート層１３の形成用組成物において
は、先に述べた表面調整剤のほかにも、他の添加剤を加えても良い。機能性添加剤として
は紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、密着性向上剤、硬化剤などを用いることができる。
【００３９】
　本発明に係る光学用ハードコート材は、上記の添加剤などで調整した第一ハードコート
層１２および第二ハードコート層１３組成物をアクリル基材上に塗布し、必要に応じて乾
燥をおこなった後に、紫外線もしくは電子線等の電離放射線を照射することにより作製す
ることができる。
【００４０】
　前記組成物の塗布には、ロールコーター、リバースロールコーター、グラビアコーター
、マイクログラビアコーター、ナイフコーター、バーコーター、ワイヤーバーコーター、
ダイコーター、ディップコーター等の塗布装置を用いることができる。また、第一ハード
コート層１２および第二ハードコート層１３の二層を連続して塗布することもできる。
【００４１】
　また、前記電離放射線としては、紫外線、電子線を用いることができる。紫外線硬化の
場合は、高圧水銀灯、低圧水銀灯、超高圧水銀灯、メタルハライドランプ、カーボンアー
ク、キセノンアーク等の光源が利用できる。また、電子線硬化の場合はコックロフトワル
ト型、バンデグラフ型、共振変圧型、絶縁コア変圧器型、直線型、ダイナミトロン型、高
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周波型等の各種電子線加速器から放出される電子線が利用できる。
【００４２】
　なお、前記電離放射線の照射前後に、乾燥工程もしくは加熱工程を設けてもよい。特に
、前記組成物が溶媒を含む場合、形成された塗膜の溶媒を除去するために電離放射線を照
射する前に乾燥工程を設ける必要がある。乾燥手段としては加熱、送風、熱風などが例示
される。
【００４３】
　また、本発明に係る反射防止機能を有するハードコート材（以下、単に反射防止ハード
コート材２と記す）は、反射防止機能を呈する低屈折率層１４を前記第二ハードコート層
１３の上に形成することで得られる。
【００４４】
　前記低屈折率層を形成する方法としては、低屈折率層形成用組成物をハードコート層表
面に塗布し反射防止層を形成する湿式成膜法による方法と、真空蒸着法やスパッタリング
法やＣＶＤ法といった真空中で反射防止層を形成する真空成膜法による方法に分けられる
。特に、低屈折率粒子とバインダマトリクスを含む低屈折率層形成用の組成物を用い、湿
式成膜法（塗布）により低屈折率層を形成する方法は、生産性に優れ安価に製造すること
ができる点で好ましい。
【００４５】
　このとき、低屈折率層１４は、その膜厚（ｄ）に低屈折率層１４の屈折率（ｎ）をかけ
ることによって得られる光学膜厚（ｎｄ）が可視光の波長の１／４と等しくなるように設
計され形成される
【００４６】
　本発明の反射防止ハードコート材２の低屈折率層１４は、その屈折率が１．３０より大
きく、１．４０未満であり、視感平均反射率が０．５％以上、１．５％以下が好ましい。
屈折率が１．３０以下の場合、耐擦傷性が不十分となり、画像表示面での使用が困難とな
る。また、低屈折率層硬化時の屈折率が１．４０以上の場合、平均視感反射率が増加し、
反射防止の機能が低下する問題が生じる。
【００４７】
　なお、本発明の光学用ハードコート材として、第二ハードコート層１３と低屈折率層１
４の間に、例えば、防眩層、紫外線吸収層、赤外線吸収層等を設けることができるが、全
光線透過率の低下を招く恐れがあり、そのバランスを考慮する必要がある。
【００４８】
　本発明に係る光学用ハードコート材は、ＬＣＤ、ＰＤＰ、ＣＲＴ、プロジェクション、
ＥＬ表示体等に用いることができる。以下に本発明の反射防止ハードコート材２を液晶表
示体の部材として用いる場合について説明する。
【００４９】
　図３は本発明の反射防止ハードコート材２を用いた偏光板３の模式断面図を示している
。すなわち、前記偏光板はアクリル基材１１の他方の面に、偏光層２３と透明基材２１を
順次積層して形成されたもである。例えば前記透明基材２１がアクリル基材であってもよ
い。なお、偏光層２３としてはヨウ素を添加した延伸ポリビニルアルコールフィルム等を
用いることができる。これらは一実施形態であり、特に限定するものではない。
【００５０】
　図４は本発明の反射防止ハードコート材２を備えた透過型液晶表示体の模式断面図を示
している。
【００５１】
　図４（ａ）は、図３に示した偏光板３を用いた透過型液晶表示体であり、バックライト
ユニット６、第二の偏光板５、液晶セル４、偏光板３を、順次積層して構成された透過型
液晶表示体を示している。すなわち、反射防止ハードコート材２の低屈折率層１４側が観
察側（表示体の表面）となる。
【００５２】
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　一方、図４（ｂ）は、バックライトユニット６、第二の偏光板５、液晶セル４、偏光板
３´、反射防止ハードコート材２を順次積層して構成された透過型液晶表示体を示してい
る。該偏光板３´は、偏光層２３を両側から透明基板２１、２２で挟んだ構成からなる。
なお、図４（ａ）、（ｂ）に用いられる偏光板３、３´を構成する透明基板２１、２２及
び第二の偏光板５に用いられる透明基板４２，４３はアクリル基材でもよく、特に限定す
るものではない。
【００５３】
　なお、前記バックライトユニット６は、光源と光拡散板を備える。液晶セル４は、一方
の透明基材に電極が設けられ、対向する側の透明基材に電極及びカラーフィルターを備え
ており、両電極間に液晶が封入された構造となっている。
【実施例】
【００５４】
　以下、実施例により具体的に説明する。
【００５５】
　ハードコート層形成用として７種の組成物、また、低屈折率層形成用として３種の組成
物を下記の組成で調整した。
　（ハードコート層用組成物１）
・三官能ウレタンアクリレート：ＵＶ７５５０－Ｂ　　　　　　　３０重量部
　　　　　　　　　　　　　　（日本合成化学社製）
・単官能モノマー：イソアミルアクリレート　　　　　　　　　　７０重量部
　　　　　　　　（共栄社化学社製）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・溶媒：メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
【００５６】
　（ハードコート層用組成物２）
・三官能ウレタンアクリレート：ＵＶ７５５０－Ｂ　　　　　　　５０重量部
　　　　　　　　　　　　　　（日本合成化学社製）
・単官能モノマー：イソアミルアクリレート　　　　　　　　　　５０重量部
　　　　　　　　（共栄社化学社製）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・溶媒：メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
【００５７】
　（ハードコート層用組成物３）
・二官能ウレタンアクリレート：ＵＶ６６３０Ｂ　　　　　　　　７０重量部
　　　　　　　　　　　　　　（日本合成化学社製）
・多官能モノマー：ペンタエリスリトールトリアクリレート　　　３０重量部
　　　　　　　　（大阪有機化学、商品名Ｖ＃３００）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・溶媒：メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
【００５８】
　（ハードコート層用組成物４）
・三官能ウレタンアクリレート：ＵＶ７５５０Ｂ　　　　　　　　７０重量部
　　　　　　　　　　　　　　（日本合成化学社製）
・多官能モノマー：ペンタエリスリトールトリアクリレート　　　３０重量部
　　　　　　　（大阪有機化学、商品名Ｖ＃３００）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
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・溶媒：メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
【００５９】
　（ハードコート層用組成物５）
・四～五官能ウレタンアクリレート：ＵＶ７６５０－Ｂ　　　　　７０重量部
　　　　　　　　　　　　　　　　（日本合成化学社製）
・多官能モノマー：ペンタエリスリトールトリアクリレート　　　３０重量部
　　　　　　　　（大阪有機化学、商品名Ｖ＃３００）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・溶媒：メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
【００６０】
　（ハードコート層用組成物６）
・六官能ウレタンアクリレート：ＵＡ３０６－Ｉ　　　　　　　　７０重量部
　　　　　　　　　　　　　　（共栄社化学社製）
・多官能モノマー：ペンタエリスリトールトリアクリレート　　　３０重量部
　（大阪有機化学社製、商品名：Ｖ＃３００）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・溶媒：メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　１００重量部
【００６１】
　（ハードコート層用組成物７）
・十官能ウレタンアクリレート：ＵＶ１７００Ｂ　　　　　　　　７０重量部
　　　　　　　　　　　　　　（日本合成化学社製）
・多官能モノマー：ペンタエリスリトールトリアクリレート　　　３０重量部
　（大阪有機化学、商品名Ｖ＃３００）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
　を用いて、メチルエチルケトン１００重量部に溶解してハードコート形成用組成物７を
調整した。
【００６２】
　（低屈折率層組成物１）
・多孔質シリカ微粒子分散液：　　　　　　　　　　　　　１４．９４重量部
　（平均粒子径５０ｎｍ、固形分２０％、溶剤：メチルイソブチルケトン）
・ＥＯ変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　１．９９重量部
　（日本化薬製、商品名：ＤＰＥＡ－１２）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０７重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・アルキルポリエーテル変性シリコーンオイル　　　　　　　０．２０重量部
　（ＧＥ東芝シリコーン社製、商品名：ＴＳＦ４４６０）
・溶媒：メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　８２重量部
【００６３】
　（低屈折率層用組成物２）
・多孔質シリカ微粒子分散液：　　　　　　　　　　　　　１６．１２重量部
　（平均粒子径５０ｎｍ、固形分２０％、溶剤：メチルイソブチルケトン）
・ＥＯ変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　０．８１重量部
　（日本化薬製、商品名：ＤＰＥＡ－１２）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０７重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・アルキルポリエーテル変性シリコーンオイル　　　　　　　０．２０重量部
　（ＧＥ東芝シリコーン社製、商品名：ＴＳＦ４４６０）
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・溶媒：メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　８２重量部
【００６４】
　（低屈折率層用組成物３）
・多孔質シリカ微粒子分散液：　　　　　　　　　　　　　１３．０２重量部
　（平均粒子径５０ｎｍ、固形分２０％、溶剤：メチルイソブチルケトン）
・ＥＯ変性ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　３．９１重量部
　（日本化薬製、商品名：ＤＰＥＡ－１２）
・光重合開始剤：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０７重量部
　（チバ・スペシャリティ・ケミカルズ社製、イルガキュア１８４）
・アルキルポリエーテル変性シリコーンオイル　　　　　　　０．２０重量部
　（ＧＥ東芝シリコーン社製、商品名：ＴＳＦ４４６０）
・溶媒：メチルイソブチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　８２重量部
【００６５】
　次に上記で調整したハードコート層用組成物及び低屈折率層用組成物を用いて、下記表
１記載の実施例１～４、及び表２記載の比較例１～１１の光学用ハードコート材を作製し
た。なお、ハードコート層及び低屈折率層は以下の方法により形成した。
【００６６】
　＜ハードコート層の形成＞
　厚み８０μｍのアクリル基材の一方の面に、硬化後の膜厚が以下の表１、表２に記載の
膜厚になるように、ハードコート層用組成物を塗布し、８０℃・６０秒オーブンで乾燥後
、紫外線照射装置（フュージョンＵＶシステムジャパン、光源Ｈバルブ）を用いて、照射
線量３００ｍＪ／ｍ２で紫外線を照射してハードコート層を形成した。
【００６７】
　＜低屈折率層の形成＞
　上記で形成したハードコート層の上に、表１、表２に記載の低屈折率層用組成物を乾燥
後の膜厚が１００ｎｍとなるように塗布した。その後、紫外線照射装置（フュージョンＵ
Ｖシステムジャパン、光源Ｈバルブ）を用いて、照射線量１９２ｍＪ／ｍ２で紫外線照射
して低屈折率層を形成し、反射防止ハードコート材を作製した。
【００６８】
　＜評価及び方法＞
　実施例１～４、比較例１～１１で得られたハードコート層及び反射防止ハードコート材
について、以下の方法で試験および評価を行った。測定結果を以下の表１、表２に記載す
る。
【００６９】
　「超微小押し込み硬度」
　前記ハードコート層の表面から深さ５０ｎｍの硬度を、超微小押し込み硬度試験機（Ｍ
ＴＳシステムズ社製ＮａｎｏＩｎｄｅｎｔｅｒＳＡ２）を用いて、圧子：先端曲率半径１
００ｎｍ、稜角度８０°の三角錐圧子、押し込み速度＝２．０ｎｍ／ｓの条件にて測定し
た。
【００７０】
　「鉛筆硬度試験」
　前記反射防止ハードコート材の低屈折率層の表面に、クレメンス型引掻き硬度試験機（
テスター産業株式会社製、ＨＡ－３０１）を用いて、ＪＩＳ－Ｋ５４００－１９９０に準
拠して、５００ｇの荷重をかけた鉛筆（三菱ＵＮＩ）を用いて試験を行い、キズによる外
観の変化を目視で評価し、キズが観察されない時の上限の鉛筆の硬度を測定値とした。
【００７１】
　「屈曲性評価」
　Ｋ５６００－５－１に準拠してマンドレル試験を実施し、クラックが発生した時のマン
ドレル直径を評価した。クラックの発生した曲率半径が１０ｍｍ以下のものを丸印（○）
、１０ｍｍ以上のものをバツ印（×）として評価を行った。
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　「平均視感反射率」
　前記低屈折率層の表面について、自動分光光度計（日立製作所製、Ｕ－４０００）を用
い、入射角５°における分光反射率を測定した。また、得られた分光反射率曲線から平均
視感反射率を求めた。なお、測定の際にはアクリル基材の低屈折率層の形成されていない
面につや消し黒色塗量を塗布し、反射防止の処置をおこなった。
【００７３】
　「全光線透過率」
　前記反射防止ハードコート材について、写像性測定器（日本電色工業社製、ＮＤＨ－２
０００）を使用して全光線透過率を測定した。測定した結果が、９４％以上のとき丸印（
○）、９４％より低いときバツ印（×）として評価を行った。
【００７４】
　「密着性」
　前記反射防止ハードコート材の低屈折率層側の表面を、ＪＩＳ－Ｋ－５６００－５－６
のクロスカット法に準拠して密着性試験を行った。カットの間隔を１ｍｍとし、碁盤目お
よびカット交差部が全く剥がれていない場合を丸印（○）、少しでも剥がれている場合を
バツ印（×）として評価を行った。
【００７５】
　「耐擦傷性」
　前記反射防止ハードコート材の低屈折率層側の表面を、＃００００のスチールウールを
用いて２００ｇ／ｃｍ２の荷重をかけながら１０往復し、キズの発生の有無を確認した。
キズがない場合を丸印（○）、キズが発生していない場合をバツ印（×）として評価を行
った。
【００７６】
　「屈折率測定」
　低屈折率層の屈折率を以下の方法で測定した。
　前記低屈折率層用組成物をシリコン基板上に膜厚１．０μｍになるように塗布し、低屈
折率層を形成する条件で塗膜を形成した。作製した基板を真空紫外域多入射角分光エリプ
ソメーター（ＶＵＶ－ＶＡＳＥ、Ｊ．Ａ．Ｗｏｏｌｌａｍ社製）で測定を行った。測定結
果を表１、表２に記載する。
【００７７】
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【表１】

【００７８】
【表２】

【００７９】
　＜比較結果＞
　表１、表２に示すように、（実施例１）～（実施例４）のアクリル基材上の一方の面に
二層の異なるハードコート材を積層し、ハードコート材の深さ５０ｎｍ部分の超微小押し
込み硬度が０．２０ＧＰａ以上０．４０ＧＰａ以下の範囲である硬化膜を形成し、更に、
二層目に、深さ５０ｎｍ部分の超微小押し込み硬度が０．４０ＧＰａ以上０．６０ＧＰａ
以下の範囲である二層目の紫外線硬化型組成物の硬化膜を形成することにより、フィルム
の屈曲性に優れ、かつ、表面硬度に優れたフィルムが得られた。
【符号の説明】
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【００８０】
１　　　ハードコート材
１１　　アクリル基材
１２　　第一ハードコート層
１３　　第二ハードコート層
１４　　低屈折率層
２　　　反射防止ハードコート材
２１　　透明基材
２２　　透明基材
２３　　偏光層
３　　　反射防止ハードコート材一体型偏光板
３´　　偏光板
４　　　液晶セル
５　　　第二の偏光板
４１　　偏光層
４２　　透明基材
４３　　透明基材
６　　　バックライト

【図１】
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